
神戸大学・国際協力研究科・部局研究員

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(C)（一般）

2022～2018

大統領弾劾に関する国際比較研究

Comparative Studies on Presidential Impeachment

８０８０４９９７研究者番号：

米沢　竜也（Maisawa, Tatsuya）

研究期間：

１８Ｋ０１４３７

年 月 日現在  ５   ５ ２６

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、大統領を弾劾する動きが1980年以降に民主化した新興民主主義国に集中
していることの理由を、人々の民主主義に対する信頼の「揺らぎ」という観点から分析した。その結果、新興民
主主義国においては政治的信頼（政治機構や政治パフォーマンスに対する信頼）の水準と政党制の制度化の度合
が総じて低く、同時に政治的二極化が進んでいることが明らかになった。その上で、こうした背景により、新興
民主主義国では直接的な大衆行動が政治文化の一部となっている可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：This study examined why impeachment of presidents is concentrated in 
countries, which experienced so-called “third wave” of democratization since 1980, focusing on the
 "wavering" of people's trust in democracy. The study found that the level of political trust (in 
political institutions and political performance) and the degree of the party system 
institutionalization are generally low in these emerging democracies, while at the same time 
political polarization is increasing. These factors indicate that direct mass protests may be an 
entrenched part of politics in emerging democracies.

研究分野： 政治学、地域研究（韓国）、国際関係論

キーワード： 大統領弾劾　民主化　ポピュリズム　市民社会　政治的信頼

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
大統領の弾劾は、新興民主主義国を除き、その実例がほぼ存在しないこともあり、研究は国別に行われるものに
とどまっている。一方、本研究は弾劾のプロセスを政治エリート間の取引ではなく、人々の政治不信というより
大きな観点から捉え、新興民主主義国と先行する民主主義国と対比から今日の民主主義体制に共通する特徴を明
らかにしようとした。本研究の学術的な意義はこの点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 研究開始時期の 2018 年は、韓国やブラジルにおいて大統領が弾劾されてから数年しか経って
おらず、政治的にインパクトがある事件でありながら、地域を横断してその原因を探る試みはな
かった。 
そもそも、国民から直接選出される大統領の弾劾が成立するためには、大統領側の一定以上の

違法行為等が必要であり、大統領弾劾はめったに発生するものではない。しかしながら、フィリ
ピンやブラジル、インドネシアなど、大統領制を採用する国の中で国会による大統領弾劾発議、
大統領弾劾裁判の経験を持つ国は少なからず存在する。 
特に注目されるのは、1970 年代以降の民主化の「第三の波」以前から民主主義体制を維持し

ている国の中には、大統領が弾劾によって失脚したケースはほぼ存在しない。弾劾の経験を持つ
国の全てが 1970 年代以降にいわゆる民主化の「第三の波」を経験した国だ、という事である。 
 なぜ大統領に対する弾劾は、新興民主主義国に集中的にみられる現象になっているのだろう
か。注目すべきは、韓国、ブラジル、インドネシア、フィリピン等のほとんどの事例において弾
劾の直接的な理由が「政治腐敗」であるという点だ。しかし、腐敗の存在のみでこれらの国にお
ける大統領弾劾を説明するのもまた困難である。これらの国では、弾劾されなかった大統領に関
しても様々な「政治腐敗」の存在が指摘されていたからである。 
 では、なぜ一部の大統領に対してのみ弾劾が成立するのか？弾劾の成立においては、弾劾する
主体である国会での大統領の支持基盤の状態が重要であるが、本研究では、これらの大統領が弾
劾に至るまでの過程で、例外なく大規模なデモが発生したことに注目する。韓国では朴槿恵大統
領の退陣を求めるデモに最盛期には 100 万人を越える人が参加した。ブラジルでも 2015 年にル
セフ大統領の弾劾を求める 190 万人以上と言われる大規模デモが発生している。インドネシア
のワヒド大統領やフィリピンのエストラーダ大統領が弾劾される際にもやはり大規模デモが発
生し、国会はこれに力を得る形で弾劾プロセスに乗り出すことになった。 
 他方、先行する民主主義国では、大統領のパフォーマンスに対する不満が高まっても、大統領
解任を求める大規模デモには発展せず、むしろ、体制内でポピュリスト的政治リーダーが台頭す
る傾向がある。本研究は、こうした違いが、新興民主主義国における民主主義制度への信頼の「揺
らぎ」に起因するのではないか、という問題意識の下、各国の関連する事例を分析するものであ
る。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、「近年なぜ特定の民主主義国において大統領を弾劾する事例がみられるのか」とい

う問いに対し、民主主義制度に対する人々の信頼の低下という観点から分析する。そのために、
以下の仮説を設定する。 
① 大統領の政治パフォーマンスに対して強い不満があったとしても、民主主義体制や政治機

構自体に信頼があれば、人々はエリート内部の調整作業を信頼し、選挙を通じて意思表明
をする。 

② 逆に大統領に対する強い不満が、同時に国会等の政治機関への信用をも失墜させた場合に
は、人々は民主主義体制への信頼を喪失し、直接的な大衆行動により政権交代を要求する。
信頼を失った国会は大衆行動に押され、要求を認めて大統領を弾劾する。 

先行する民主主義国においては、民主主義的体制とそれを支える政治的エリートに対する信
頼が高く、故に人々は直接行動に訴えてまで大統領の弾劾を要求しない。他方、新興民主主義国
における既存の民主主義体制に対する信頼は、民主化から数十年を経た事と、近年の経済的パフ
ォーマンスの低下によって揺らいでおり、それゆえに大規模な大衆行動が発生し、大統領が弾劾
されやすい状況が生まれている。 
本研究では、これらの点に注目しながら新興民主主義国の民主主義の状況を考察することを

目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究においては、2．で提示した仮説を参照しながら、各国の大統領制を巡る状況について

以下の観点から分析を行う。 
第一に、各国における政治的指導者に対する不満の表出方法の違いとその理由を明らかにす

るために、各国の政治的背景と政治的争点の変化とを現地の文献を通じて分析する。 
第二に、各国における大統領に対する支持度の変化と、民主主義に対する信頼度の変化の関係

を明らかにする。これについては世界価値観調査をはじめとする世論調査の分析を活用する。 



第三に、民主主義に対する信頼度の変化と大規模デモの発生の関係の有無を明らかにする。こ
こでは、文献資料や世論調査資料を活用しながら、実際に大規模デモに関わる運動に従事した
人々に対するインタビュー調査を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究では、新興民主主義国と先行する民主主義国の違いとして、政治的信頼と政党制の制度

化の程度を世界価値観調査等のデータを利用して分析し、論文として発表した。政治的信頼は各
種政府機構に対する信頼、政党制の制度化の水準は政党の不安定性（ボラティリティ）、政策選
好と政党支持の連関、汚職の少なさを指標とした。分析の結果、新興民主主義国における政治的
信頼の水準と政党制の制度化の度合は総じて先行する民主主義国よりも低い点を明らかにした。 
分析結果は、新興民主主義国では、先行する民主主義国と比べて、市民社会と政治を媒介する政
党の役割が弱く、人々の要求を集約できていないことを示している。また、新興民主主義国は、
政治機構全般に対する信頼も低水準である。この事実は、自らの行動で民主化を達成したという
記憶や民主政治に対する期待と、現状の政治に対する評価との間に大きなギャップがあること
を示唆している。これら二つの傾向が相互作用すれば、新興民主主義国の人々は政治的意思を反
映させるために直接行動に結び付く可能性が高くなるものと考えられる。 
ただし、留意すべき点は、これら新興民主主義国の直接行動が民主主義体制そのものを否定す

るのではなく、弾劾という民主的制度に基づく手続きを望んだということである。よって、政治
機構・政治パフォーマンスに対する信頼は低くとも、民主主義体制に対する信頼は一定程度確立
されているといえる。よって、新興民主主義国における弾劾をより正確に説明するにあたっては、
仮説で示した「民主主義に対する信頼」と「政治機構・政治パフォーマンスに対する信頼」とい
った概念をより詳細に分類して検討することが今後の課題となる。 
一方、政治的指導者に対する不満の表出方法と政治的対立軸については、「新しい民主主義国」

においても多様性があるとともに、時代を経るにつれて変化してきている。このことについては
「東アジアの協調と民主主義に関する国際シンポジウム」で発表した。分析対象国である韓国、
インドネシア、ブラジルでは、それぞれその政治的文脈は異なるものの、民主化前から根付いて
いる「ナショナリズム」や「宗教」、「貧富の差」といった要素が政治の支持動員に利用されてい
る。これらの事例では、分割できない利益であるアイデンティティとして固着化し、政治の二極
化とそれにともなう社会的分断が進展していることが確認された。これらの国では、選挙局面に
おいても政治勢力に対するネガティブな感情を動員するような競争が展開されており、それと
ともに、人々の直接行動も政治の一部となっている。 
一方、フィリピンでは、これまで多くの大衆行動の中心となってきた NGO やリベラル派に対す

る支持は低下傾向である一方、ドゥテルテ政権は NGO を介さずに社会の広範な支持を獲得して
いる。さらに、2022 年のフィリピン大統領選挙では、ドゥテルテの信任を得たマルコス元大統
領の息子であるボンボン氏が圧倒的勝利で当選した。フィリピンでは、ドゥテルテが主張する
「秩序・治安」と、リベラル派が訴える「民主主義・人権」の価値が対立軸となっているが、他
の国とは異なり二極化には至らず、前者に対する支持がそのまま政治に対する信頼へとつなが
っている。 
今後の展望としては、政治的二極化が進む国では、政治的対立軸に沿って日常的に直接行動が

展開されるが、政治指導者の腐敗問題に直面した時には「政治の正常化」を求める市民と政治の
間に対立軸が再構成される、というメカニズムを検討する必要がある。一方、フィリピンの事例
は、政党制が制度化されていない状況において、政治的パフォーマンスに対する信頼は高いもの
の民主主義の価値に対する支持は低下しているというものである。こうした現象を把握するた
めには、民主主義体制そのものに対する信頼が低下することの意味を検討していく必要がある
といえる。 
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